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ミニ特集

各国の証拠収集手続の比較及び	
それを見据えたAI関連契約条項のドラフティング

　抄　録　近年，日本において第４次産業革命への対応が求められている。そのような状況において，
企業の有するデータを必要に応じて社外に提供する必要性がこれまで以上に増えることが予想され
る。その結果，知財部門としてはこれまでのような特許紛争を中心とした対応とは異なる対応が求め
られる可能性がある。そこで，本稿では，今後進展する第４次産業革命において重要な役割を果たす
ことが想定されるAIに関して起こり得る紛争を設定し，その紛争を解決する際に必要となる契約上の
留意事項について検討を行った。

ライセンス第１委員会
第 ２ 小 委 員 会＊
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1 ．	はじめに

近年，日本において第４次産業革命への対応
が求められている。第４次産業革命とは，「18
世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械
化である第一次産業革命，20世紀初頭の分業に
基づく電力を用いた大量生産である第二次産業
革命，1970年代初頭からの電子工学や情報技術

を用いた一層のオートメーション化である第三
次産業革命に続く，IoT（Internet of Things，
モノのインターネット），ビッグデータ，AI
（Artificial Intelligence，人工知能）のようない
くつかのコアとなる技術革新」１）を指すもので
あるとされたり，また，現在進行中で様々な側
面を持ちその一側面ではデジタルな世界と物理
的な世界と人間が融合する環境，具体的には，
「あらゆるモノがインターネットにつながり，
そこで蓄積される様々なデータを人工知能など
を使って解析し，新たな製品・サービスの開発
につなげる」ような環境を意味するとされる２）。
そのような第４次産業革命が進展するに従

い，知財部門としてはこれまでのような特許紛
争を中心とした対応とは異なる対応が求められ
る可能性がある。そこで，本稿では，今後進展
する第４次産業革命において重要な役割を果た
すことが想定されるAIに関して生じる恐れの
ある紛争を設定し，その紛争を解決する際に必
要となる事項について検討を行った。
＊  2017年度　The Second Subcommittee, The First 
License Committee

第４次産業革命（その４）
著作権法改正，契約交渉とドラフティング
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なお，本稿は，2016年度ライセンス第１委員
会第３小委員会のメンバーである藤本豪之（小
委員長，デンソー），福田史仁（小委員長補佐，
三菱電機），池田宏子（日本電気），植前康平
（JSR），小西敦生（日本電産），永田健悟（日
本電信電話），原田敬志（富士通），渡辺慎太郎
（パナソニック），小原康嗣（東芝），堀江瑛里（三
菱化学：現三菱ケミカル）が検討した内容をも
とに，2017年度ライセンス第１委員会第２小委
員会のメンバーである，清水隆弘（小委員長，
東京計器），原田敬志（小委員長補佐，富士通），
植前康平（JSR），兼子麗香（リコー），岳金虎
（KADOKAWA），小原康嗣（東芝），高木幸 
（村田製作所），永田健悟（日本電信電話）， 
藤田慎一（フジクラ），堀江瑛里（三菱ケミカル），
渡辺慎太郎（パナソニック）が執筆した。

2 ．	仮想紛争について

近年のAI技術の急速な進展により，今後，
多くの業種でAIによるデータの活用や業務の
効率化が進むと考えられる。
これまで，他社との共同開発や共同研究など
の特段の必要性が無い限りは，可能な限り機密
データは社外に出さないというスタンスをとる
会社がほとんどであったが，今後，自社業務の
効率化，研究開発スピードの向上などの目的の
ためにAIを利用するにあたって，AIを自社向
けにカスタマイズする場合には，自社が保有す
る各種の機密データをAIベンダーに提供する
必要が生じる。
しかし，そのような機密データがAIベンダ
ーから流出すると甚大な損害が生じることとな
り，またそのまま流出しないとしても，同業他
社に提供されるAIの機能を向上させるために，
了承なく自社の機密データがAIベンダーに利
用され，結果として自社の競争優位性が相対的
に損なわれる可能性がある。
そこで，今後，増加することが想定される

AIに関する取引として，下記のような仮想紛
争事例を設定した。

（1）登場する会社
１）Ａ社
製造業。工場の稼働データとして，製造ライ
ンに設置したセンサから収集した膨大なデータ
を保有する。
工場の品質・生産性を向上するため分析・解
析を行うAIの開発をAIベンダーＢ社に委託す
るため，学習用データとして自社の過去の稼働
データを提供（①）する。
２）Ｂ社
AIベンダー。Ａ社の稼働データを学習用デ
ータに加工し，当該データを学習させて品質・
生産性を向上させるための分析・解析を行う
AIを開発（②），納品（③）する。
なお，AB間で締結した開発委託契約におい

ては，Ａ社の稼働データは，他人に開示・譲渡
できず，Ａ社向けAIの開発以外の目的には利
用できないこととなっている。

図１　仮想紛争事例
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３）Ｃ社
製造業。Ａ社の同業ライバル企業。Ｂ社に対
してＡ社と同様のAIの開発を委託している。

（2）想定されるリスク（Ａ社）
今回の仮想紛争において想定されるＡ社側の
リスクは，以下の通りである。
１）稼働データの不正開示
Ｂ社がAB間の契約に違反して，Ａ社の稼働
データをＣ社に開示（④）するリスクが考えら
れる。これについては，これまでの開発委託に
おいても存在したリスクではあるが，AI関連
では自社が保有するデータを開示する機会が増
えることにより，このリスクは増大するものと
考えられる。これまでは重要なデータを社外に
開示しないことで，当該リスクの低減を図って
きたが，これからは重要なデータであっても開
示せざるを得ない場合が増加する可能性がある。
２）学習用データの不正利用
Ｃ社向けのAIの開発にあたり，Ａ社の稼働
データを利用（⑤）するリスクが考えられる。
Ａ社は，Ｂ社との契約に違反して，Ｃ社向け
のAIにＡ社の稼働データが利用されたとして
も，これを発見することは困難である。Ｃ社向
けのAIに自社の稼働データが使用された場合，
これまでノウハウとして工場で蓄積されてきた
データが競合他社に利用されることとなるため，
自社の競争優位性を損なうことになりかねない。

（3）想定されるリスク（Ｂ社）
次に仮想紛争において想定されるＢ社側のリ
スクは，以下の通りである。
１）蒸留行為による同等品の作成
Ａ社のいわゆる蒸留行為３）により，Ａ社に提

供したAIと同等のAIが作成されるリスクが考
えられる。
蒸留行為で生成されたAIは，単に蒸留元の

AIを複製したものではないため，蒸留元のAI

と同一であるとして不正を立証することが困難
となる可能性がある。また，Ａ社がＢ社から納
品されたAIに追加学習をさせてAI（派生モデ
ル４）を生成した場合も同様のリスクがある。
２）パラメータの不正利用
Ａ社が，納入されたAIからそのパラメータ

を抽出し，実質的に同機能のAIが複製される
リスクが考えられる。
パラメータ自体はプログラムとは異なり単な

るデータであるとして，現状，特許権や著作権
などの知的財産権による保護はなされない一方
で，そのパラメータを利用すれば同等のAIを生
成することができるのでＢ社の意図に反してそ
のパラメータの使用や譲渡が勝手に行われ，実
質的に同機能のAIが複製される可能性がある。

3 ．	AI関連紛争における留意点

仮想紛争において想定されるリスクから考え
れば，特に第４次産業革命下において，企業の
有するデータを必要に応じて社外に提供する必
要性がこれまで以上に増えることが予想され，
そうなればデータの不正利用やデータ流出とい
う問題はこれまでよりさらに検討すべき事項で
あるといえよう。
また，AIベンダーが納品したAIをもとに，

実質的に同等のAIあるいはそれよりも高機能
のAIを顧客において無断で生成できる可能性
があるため，そのような行為が無制限に行える
となると不公平な結果を招くことになる。
そこで相手方との契約において，データの不正

な利用や製品の不適正な利用を禁止することが
必要であるが，実際にはデータの不正利用や流
出の事実の特定，流出等による損害賠償額の特
定，納品済みのAIからの蒸留行為やパラメー
タ抽出行為等の不適正な製品利用を特定するこ
とは，非常に困難であり，単純に契約を締結した
からと言って対応できることではない。必要に応
じて，自らのデータや製品を守るために，なんら
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かの手段によりデータの不正利用等を特定する
ための証拠を収集し立証しなければならない。
そこで，次節以降においてデータの不正利用
や流出，製品の不適正な使用がなされたことを
特定するための証拠を収集し立証するための手
段として想定される裁判における証拠収集手続
と仲裁における証拠収集手続について確認する。

3．1　各国での証拠収集手続

（1）日　本
１）証拠収集に関する制度の概要
日本における証拠収集に関する制度は，概ね
次のようなものがある。
①証拠保全（民訴法第234条）
証拠保全とは，訴訟における本来の証拠調べ
の実施を待っていたのでは，その証拠調べが不
能又は困難になるおそれがある証拠方法につい
て，予め証拠調べをして，その結果を確保して
おくことを目的とする手続であり，本来は証拠
保全のための手続であるが，近年では相手方企
業の内部資料を証拠として活用するために入手
する目的で申し立てられることもあるとされる５）

（いわゆる「証拠保全の証拠開示的利用」）。
②�訴えの提起前における証拠収集の処分等（民
訴法第132条の２，132条の４）
提訴前でも紛争をめぐる情報・証拠を収集可

能にするための制度的手当てであって，提訴前
の照会と提訴前の証拠収集処分とで構成され
る。前者は，裁判所の関与なく当事者間で行わ
れるものであり，後者は，裁判所の処分を通じ
て証拠の収集をする点に違いがあるが，いずれ
も提訴の予告通知６）により初めて認められる。
③�弁護士会照会制度（弁護士法第23条の２）
弁護士会照会制度は，弁護士会を通じて照会

をし，回答を得ることをもって訴訟資料を収集
し，事実を調査する等を目的とする制度である。
④文書提出命令
裁判所が，文書の所持者に対して，当該文書

を提出するよう命じるものである。これは，文
書の所持者が当該文書を任意に提出することが
期待できない場合に用いられるものである７）。
２）証拠収集の難易度
①手続きにおける制限
まず，証拠保全では，予めの証拠調べを要す
る事情（証拠滅失の可能性，時間経過による証
拠調べの困難化，現状変更の可能性，証拠調べ
に要する費用の著しい増加等）が必要とされ，
国外に存在する証拠については，管轄の問題に
より，保全不可の可能性が高い（民訴法第235
条第２項参照）。また，証拠を開示させる目的
のみでは足りず，証拠改ざんの具体的おそれを
推認させる事実を疎明する必要がある８）。
次に，提訴前の照会では，請求の要旨及び紛

争の要点を具体的に記載し（民訴法第132条の
２第１項，３項，民訴規則52条の２第１項，２
項），かつ，提訴予定時期も可能な限り明らか
にする必要がある（民訴規則52条の２第３項）。
提訴前の証拠収集処分では，提訴後の立証必要
性が明らかであること，申立人の収集困難性，
及び，収集に要する時間，被嘱託者の負担その
他の事情に基づく不相当性が必要となる。
そして，弁護士会照会制度では，照会の必要
性・相当性を記載した申出書を弁護士会へ提出
し，弁護士会において形式・内容の審査を経る
必要がある。当該審査では，回答のもつ公益的
利益と相対して保護されるべき利益や法益とを
具体的に比較考慮し，必要性・相当性が判断さ
れる。
最後に，文書提出命令では，民訴法第221条
１項各号に定める事項（文書の表示，文書の趣
旨，文書の所持者，証明すべき事実，文書の提
出義務の原因）を明らかにしなければならない。
②証拠収集手続のコスト
原則，証拠収集手続を利用する当事者が費用
その他のコストを負担することとなるが，訴訟
の帰趨によっては，相手方に転換できるコスト
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もある９）。いずれにしても，第一次的には，利
用者が負担する点で，足枷になり得る。
③証拠保全
後述する米国とは違い日本の証拠保全につい
ては，任意の手続きであり，裁判所に書面によ
り申し立てを行う必要がある。（民訴法第234条，
第235条）
裁判所は申し立ての理由に基づき，「あらか
じめ証拠調べをしておかなければその証拠を使
用することが困難となる事情」がある場合と判
断する場合には，証拠保全の決定を行うことに
なる。証拠保全決定がされれば，相手方に対し
て決定書謄本等が送達されることとなるが，証
拠の改ざん，破棄等の恐れ等がある場合には，
裁判所の執行官によって証拠調べの日時の直前
に直接手渡しで送達する方法が採られることも
ある。その方法によれば，送達後速やかに証拠
調べがなされるので，証拠の改ざん，破棄等を
阻止することができる。
なお，証拠の破棄・隠滅を行った場合，改ざ

んについて，刑事上の私文書偽造罪等に該当す
る可能性がある他，証拠保全における証拠調べ
において求められた検証物の提示がなされない
ときは，後の訴訟において，申立人の主張が真
実であると認められる場合（いわゆる「真実擬
制」民訴法第232条第１項，第224条）があるが，
米国のような広範なペナルティには至らない。
３）証拠収集手続における秘密保護
①証拠収集手続上の秘密保護
上記のとおり，民事事件において，訴訟が係属

していない時点における証拠収集は，任意で行
われるものであるため，秘密保護は当事者に委
ねられている。もちろん，秘密漏洩それ自体に
対する法的手段もあるが，事後的な救済でしか
なく，漏洩の抜本的な回避，解決とはならない。
②訴訟手続上の秘密保護
訴訟上においては，秘密保持命令，すなわち，

一方当事者から訴訟で提出される準備書面又は

取り調べられる証拠等に営業秘密が含まれる場
合に，相手方の当事者本人若しくは代表者，相
手方の代理人等に対して，当該営業秘密を当該
訴訟の追行の目的以外の目的で使用し，又は当
該営業秘密を秘密保持命令を受けた者以外の者
に開示することを禁止するものがある。
営業秘密の保有者が相手方の一定範囲の者に

自己の営業秘密を開示する代わりに，営業秘密
を開示された者ができる営業秘密の使用，開示
範囲を一定範囲に限定させる制度であって，特
許権侵害訴訟等のほか（特許法第105条の４），
実用新案権侵害訴訟等（実用新案法第30条），
意匠権侵害訴訟等（意匠法第41条），商標権侵
害訴訟等（商標法第39条），不正競争による営
業上の利益の侵害に係る訴訟（不正競争防止法
第10条）及び著作権侵害訴訟等（著作権法第
114条の６）において，所定の要件の下に発令
されるものである。
４）収集した証拠の採用の難易度
日本では，収集された証拠方法に制限はない

ため，証拠採用され，証拠調べが行われること
のハードルは低い。

（2）米　国
１）証拠収集に関する制度の概要
米国における証拠収集に関する制度は，日本

のような大陸法系の手続きとは異なり，公正性，
公平性を担保するために「ディスカバリ」と呼
ばれる強力な証拠開示手続きが導入されてい
る。なお，米国のディスカバリは，厳密には事
実収集手続というのが適切だが，本稿において
は便宜上証拠収集ということとする。
①ディスカバリ
米国訴訟が提起された後，実際の審理（トラ

イアル）前に原告被告双方間でディスカバリ
（USC第28章，FRCP第26条～27条，第45条等）
が行われる。一方当事者が他方当事者に対して
（ⅰ）質問状（FRCP第33条）を送付する，（ⅱ）
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自認要求を行う，（ⅲ）証拠提出要求（FRCP
第34条）を行う，（ⅳ）デポジション（証言録取）
（FRCP 第30条）を要求する，（ⅴ）召喚状（FRCP 
第45条）を出すなど，広範な証拠提出を相手方
に要求することができる。その証拠の対象は有
体物に限らず，電子ファイル，電子メールやソ
ースコードといった電子的情報も対象になり，
提出方法も電子的方法による提出（e -Discovery）
も認められる。このように，ディスカバリは，
広範な証拠収集が期待できる手続きである。
２）証拠収集の難易度
①手続きにおける制限
ディスカバリの手続きには，過度な当事者の
負担とならないように一定の制限も設けられて
いる。当事者は，「当事者の請求又は防御に関
連し，かつ訴訟において問題となる争点の重要
性，訴額，関連情報への当事者の相対的なアク
セス，当事者のリソース，争点の解決における
ディスカバリの重要性，提案されたディスカバ
リの負担及び費用が得るべき利益に勝るかどう
かに鑑みて，事件への必要性と均衡性のある事
項で，秘匿特権の対象とならないものに関する
ディスカバリを得ることができる。」とされて
おり，当事者間の協議により合理的な範囲でそ
の範囲を決定することを推奨され，弁護士依頼
者間のコミュニケーションにおける守秘義務に
関する弁護士依頼者秘匿特権（Attorney Client 
Privilege）（FRE第501条～第502条）や弁護士
の訴訟準備に関するワーク・プロダクト（Work 
Product）やデポジションの時間・場所の制限
など一定の制限がある。
②証拠収集手続のコスト
原則，証拠収集を行い相手方に対して提出す

るために必要な種々のコストは，提出する当事
者が負担することとなっている。
但し，合理的にアクセスできない証拠（開く

ことのできない電子ファイル等）については，
中身を見せることができるような解析をしてま

で相手方に提出する必要はない。
③証拠保全
日本の証拠保全の場合は任意の手続きであっ

たが，米国においては，提訴後に当事者が不利
な証拠隠滅を避けるため，提訴された場合に当
事者がその証拠が訴訟に関連すると通知された
場合，又はその証拠が将来の訴訟に関連する可
能性があるかもしれないと認知するべきであっ
た場合には証拠を保全（保存）する義務が発生
することとなる。（いわゆる「Litigation Hold」）
具体的には，訴訟に関連する文書（電子ファ

イル，電子メール等を含む。）を破棄・改ざん
しないよう関連部門に通達し，それらを実行す
ることであり，電子メール等の自動削除機能に
ついても無効化させる必要がある。もしこの義
務に違反した場合であって，かつ回復不能な場
合には相応のペナルティ（金銭的制裁，証拠・
証人の制限，不利な事実の推定・認定等）が与
えられ，訴訟遂行において大きな不利益を被る
ことになりかねない。
３）証拠収集手続における秘密保護
①証拠収集手続上の秘密保護
例えば保護命令（Protective Order）によっ

て保護される（FRCP第26条（c）（1）（G））よう
な機密性の高い情報に関しては，相手方の弁護
士に限り開示可能（Attorneys Eyes Only）や
相手方の社内弁護士にも開示を制限し，社外弁
護士のみに制限する（Outside Attorney’s Eyes 
Only）とするなど，その内容に応じて開示範
囲を限定することも可能となる。
②訴訟手続上の秘密保護
公判の段階においては，連邦民事訴訟規則上

（規則第77条（b））は原則としてすべて公開であ
り，「やむにやまれぬ政府の利益を守るために
非公開が必要であること」である等相当強力な
理由がない限りは証拠の秘密は守られないこと
となる。一方で，一部の州以外に適用される統
一営業秘密法（Uniform Trade Secrets Act）
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によれば，裁判所は，訴訟において合理的な手
段（ディスカバリにおけるProtective Orderや
インカメラによるヒヤリング，訴訟記録の非開
示対応等）を用いて訴訟手続きにおいて主張さ
れている営業秘密を保全しなければならないと
されており，裁判所や判事の裁量により保全命
令が多くなされているのが実情である。
４）収集した証拠の採用の難易度
証拠には大きく有形物（電子ファイル等含む）
の証拠と証言との２種類の証拠があり，証拠法
によって証拠に関する適格性が定められてお
り，様々な除外事由が存在する。ディスカバリ
の段階で相手方に証拠の提出をさせたものの，
証拠法で定められた適格性を充たさないとの理
由で証拠採用が認められないことが多くある。

（3）ドイツ
１）証拠収集に関する制度の概要
ドイツは我が国同様，訴訟の相手方に証拠を
提出する義務はないという原則に立っており，
証拠収集はそれを必要とする側が法に定められ
た手続に則って行う。法に規定された手続とし
て以下の３つがある。
①�文書提出命令（民訴法第142条，第421条～
427条）
文書の所持者が当該文書を引用した場合又は
私法上文書の提出や引渡を行う義務が定められ
ている場合に認められる。裁判所は，立証事実
の重要性，文書提出義務の疎明，文書の所持な
どを考慮し，申立てに理由があると判断すれば
提出命令を発令する。提出命令に従わなかった
場合には，訴訟上の制裁が用意されている。
②独立証拠調べ手続（民訴法第485条）
相手方当事者が同意した場合又は証拠の利用

が困難になる場合には，訴訟手続の係属中又は
訴訟手続外で，証拠保全として検証・証人尋
問・鑑定を行うことができる。また，訴訟未係
属の場合でも，当事者の一方が物の態様等の確

定に法的利益を有するときは，鑑定人による書
面の鑑定を行うことができる。
③�情報請求権に基づく段階訴訟（民法第259条，
商法第384条，特許法第140b条など）
民事訴訟法とは別に各実体法中で個別に情報
請求権が規定されており，情報請求権を有する
者は，義務者に対して，必要かつ可能な範囲で
報告を求めることができる。義務者が義務を履
行しない場合には，情報請求権のみを根拠に訴
えを提起し，執行・仮処分等をすることが可能
である。例えば特許法では，特許権侵害訴訟等
を提起することができる者（特許権者，独占又
は非独占的ライセンシー等）は一定の要件の下
で被疑侵害者に対し証拠開示を求めることがで
きる（特許法第140b条）。さらに訴権者が申し
立てて裁判所が必要と認めた場合，裁判所が任
命する専門官が被疑侵害者の有する証拠を査察
する，査察制度が設けられている。この手続は
独立証拠調手続（上記②）と，検査請求権（民
法第809条），文書提示請求権（民法第810条）
を被保全権利とする仮処分（民訴法第935条，
第940条）を同時に行う，いわゆるデュッセル
ドルフ方式によって行われることが実務上一般
的である。
２）証拠収集の難易度
ドイツでは査察制度に代表される証拠保全・
収集手続が利用可能であり，証拠収集は比較的
容易とみられる。査察制度を利用する際の留意
点を以下に記す。
①手続きにおける制限
査察は訴訟提起前にも請求・執行が可能な強
力な証拠収集手続であることから，濫用を防ぐ
ため以下のような制限がある。
・ 査察の対象は被疑侵害者に限られ，第三者を
対象とした査察は認められない。
・ 査察対象物件は，裁判所が特定した被疑侵害
物件又は被疑侵害行為に使用されている物件
に限られる。
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・ 裁判所により，訴額に応じた保証金の支払い
が求められる場合がある。
・ 被申立人が訴訟提起期限を請求し裁判所が認
めた場合において，期限内に訴訟が提起され
なかった場合は，被申立人は査察手続により
被った被害を特許権者に負担させることがで
きる。
・ 本案訴訟で被申立人（被疑侵害者側）が勝訴
した場合，被申立人は申立人に対し査察によ
り被った損害（弁護士費用，生産できなかっ
た製品分の利益など）の賠償を請求すること
ができる。
なお，ドイツの特許権侵害訴訟における査察

手続の利用割合は５～10％とされている10）。
②証拠収集手続のコスト
裁判所は査察等を申し立てた者に対し，訴額
に応じた保証金の支払いを命じることがある。
また上述の通り，査察を行ったが訴訟を提起し
なかった場合，又は訴訟を提起したが被申立人
が勝訴した場合は被申立人側に生じた損害等を
負担しなければならない可能性がある点に注意
が必要である。
③証拠保全
査察が行われる場合，証拠の保全を命じる中
間差止命令が裁判所から出される。査察は被申
立人への事前通知なしに行われ，被申立人が協
力を拒む場合，専門家は裁判所から令状を取得
し，執行官や警察官の助力を得て現場に立ち入
ることができる（民訴法第892条，同第758a条）。
被疑侵害者は，自己の営業秘密を含むことを理
由に査察手続を拒否することはできない。査察
拒否，対象物件の変更・隠匿・破棄は刑事罰の
対象となる（民訴法第890条）。また被申立人が
査察を妨害した場合，裁判所は申立人の主張す
る事実が証明されたものとみなすことができる
（民訴法第371条３項）。

３）証拠収集手続における秘密保護
①証拠収集手続上の秘密保護
査察は原告ではなく，裁判所が任命した専門
家が行う。指名された専門家は原告と連絡する
ことは避け，秘密保持を行わなければならない
（民訴法第485条）。申立人本人は査察に立ち会
うことができない。申立人の代理人は両者の利
益衡量の上，査察への立会を認められる場合が
あるが，査察で知得した事実を申立人に開示す
ることはできない。
査察が行われると専門家意見書が作成される
が，侵害事実とは無関係の営業秘密は黒塗り等
により秘匿される。但し，侵害事実と関係する
ものは原則として公開される点には注意が必要
である。
②訴訟手続上の秘密保護
ドイツの民事訴訟は公開が原則である。但し，

訴訟の対象が営業秘密に該当するような場合に
は，裁判所構成法第172条第２号において，「重
要な業務上の秘密，企業秘密，発明に関する秘
密，又は税に関する秘密が語られる場合で，そ
れを公開協議することにより，それに勝って保
護に値する利益が損なわれるおそれがあるとき」
には非公開審理を行うことを認めている11）。非
公開審理であっても両当事者は非公開審理に立
ち会うことができる（当事者公開原則（民訴法
第357条））が，これら両当事者には，秘密保持
義務が課される。また，裁判所は審理等により
知り得た事実について，在廷していた者に対し
て黙秘の義務を課することができる。これに違
反した者については，刑事罰が科される12）。
４）収集した証拠の採用の難易度
①証拠の適法性
証拠としての適法性は事案毎の利益衡量によ
り判断される。証拠収集手続が一つの法律に違
反していたとしても，証拠採用が一律に否定さ
れるわけではない13）。
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②他の事件において収集された証拠の採否
ある事件で収集された証拠は，別の相手方に
対する手続において使用することも可能である
（民訴法第114a条）。
国外で収集された証拠について，ドイツは民
事訴訟法条約（日本も締約国）及びハーグ証拠
収集条約（日本は非締約国）の締約国である。
また，日本とは二国間共助取り決めがある。
米国のディスカバリ手続と関連し，米国訴訟
に用いられる証拠の収集に関してはハーグ証拠
収集条約第23条に従って要請を実施しない宣言
を行っており，司法共助をなすことはない。逆
に米国のディスカバリ手続において収集された
証拠は同条約に基づき採用されるため，注意が
必要である14）。

（4）中　国
１）証拠収集に関する制度の概要
中国における証拠収集に関する制度は，民事

訴訟法が制定された当初は職権探知主義の色彩
が強かったが，法改正を経て，当事者主義的方
向に移行してきている15）（民訴法第64条１項）。
現在の中国の証拠収集手続は，職権によるこ
とはほとんどなく，証拠収集手続の制度として
は，日本に近似しており，大きく分けて以下の
２つがある。
①書証
書証が相手当事者の管理下にある場合，立証
責任を有する当事者は，立証期間内に裁判所に
相手当事者に提出するよう命じることを申請で
きると規定される（民訴法司法解釈第112条１
項）。当該規定については，証明妨害について
の不利益も規定されている（同第112条２項，
第113条）。また，証拠に対する司法解釈第75条
にも，同様の趣旨の内容が記載されている。し
かし，現状では制度が広く利用されているとい
う状態ではない。

②人証
民訴法第76条において，訴訟審理において事
実を調べて明らかにする必要性のある専門的問
題について，鑑定人により行われる司法鑑定が
規定され，当事者は，専門家の鑑定意見を口頭
又は書面で証拠として使用することが手続き的
に可能である。当事者には鑑定人に出廷させ，
証言させる機会も与えられ（同第78条），又は，
裁判所に，「専門家補助者」として，専門知識
がある者の出廷を通知し，鑑定意見や専門問題
に対し，意見を発表して貰うことも可能である
（同第79条）。
当事者の人証については，民訴法第72条にお
いて，案件状況を知っている単位又は個人は，
出廷し，証言を出す義務がある旨を規定し，「最
高裁による民事訴訟証拠に関する若干規定」第
55条には，証人が出頭し，当事者の尋問を受け
ると規定している。
２）証拠収集の難易度
①手続きにおける制限
証拠能力に対する要求が非常に高い。公証を
取得していない証拠は信用度が低く，他の証拠
によりその真実性を裏付けることが出来ないと
されて，採用されない場合もあるため，中国域
内で入手した証拠であっても，人民法院に提出
する際には，中国の公証を取得しておくことが
望ましい。また，中国の域外で形成された証拠
については，当該国の公証機関の証明を得ると
ともに，当該国の中国領事の認証を得て，両国
間で締結した関連規定に従って証明手続きを行
う必要がある（最高裁の民事訴訟若干規定第11
条）。
②証拠収集手続のコスト
公証取得のためには，公証人に現場に帯同し
てもらい公証を取得したり，或いは，侵害品が
掲載されているウェブサイトを公証役場に設置
されている専用端末を用いて公証人と一緒に閲
覧し証拠を確保するという，インターネット公
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証をする必要があり，相応のコストがかかる16）。
③証拠保全
民訴法第81条には，証拠が滅失，又はその後
において取得するのが困難となるおそれのある
場合には，当事者は訴訟手続き中に人民法院に
対して証拠保全の申し立てを行うことができ，
人民法院も自発的に保全処置を講ずることがで
きる旨を規定する。
一方，中国では公証人に対する信頼が厚く，
公証人が作成した，公正証書については，裁判
所が容易に認定する傾向があり，証拠保全より
は公証がより多く利用される傾向にある。
３）証拠収集手続における秘密保護
①証拠収集手続上の秘密保護
証拠資料に所持者の営業秘密を含む場合，裁
判所は，営業秘密にかかわる証拠については，
公開審理で開示又は証拠調べせず，当事者の間
のみに開示して証拠調べを行う（民訴法第68条
１項）。当事者に対して，秘密保持保護令を発
行し，サインさせることにより，訴訟以外の目
的で一切使用せず，営業秘密の侵害をしないよ
うに要求する17）。
②訴訟手続上の秘密保護
中国の訴訟手続きは，原則は公開であるが，

（ⅰ）国家秘密に関する事件，（ⅱ）個人のプラ
イバシーに関する事件，（ⅲ）離婚及び営業秘
密に関する事件で，当事者が非公開で審理する
ことを申し立てた場合（民訴法第134条）には
非公開での審理がなされる場合がある。
４）収集した証拠の採用の難易度
上述の証拠能力に対する非常に高い要求によ

り，一般に手間がかかり，証拠の採用は難しい。
訴訟の相手方による，裁判証拠の真偽を巡る異
議や反論が頻繁になされるため，その対抗策と
して，裁判証拠に予め公証人による公証手続き
をすることにより，実務上，異議申し立てが認
められにくくなり，スムーズな証拠採用が為さ
れ易くなる。

また，立証すべき事実のそれぞれに直接証拠
が揃っているという形で，いわゆる，「証拠の
チェーン」が切れ目無く繋がっていることを要
求する傾向が強い。例えば，日本の訴訟実務で，
直接証拠が欠けている部分を，他の間接証拠の
積み重ねと裁判官の心証によって補うことによ
り立証可能な場合においても，中国の場合には
立証不十分と見做される可能性がある18）。

3．2　仲裁での証拠収集手続

１）証拠収集に関する制度の概要
仲裁における証拠収集手続は，適用される仲

裁法，契約における当事者間の仲裁合意条項，
そして当該仲裁合意条項が引用する仲裁機関の
仲裁規則により規定されることになる。仲裁廷
に開示権限が認められることが一般的であるよ
うだが，その具体的な要件や手続は各仲裁規則
により明確な場合とそうでない場合とがある19）。
例えば，International Chamber of Commerce
（ICC，国際商業会議所）の仲裁規則では，具
体的な規定はなく，当事者が合意した方法，又
は合意がない場合には仲裁廷の裁量により決め
られた方法により行われる（第19条）20）。日本
知的財産仲裁センター（JIPAC）の規則では，
仲裁廷が証拠書類の提出を求めることができる
が，定めのない事項は仲裁法の規定に従う（第
１条２項，第22条）21）。American Arbitration 
Association（AAA，米国仲裁協会）の規則では，
文書提出命令や，e-Discoveryのような検索パ
ラメータを指定する規定がある（R-22）22）。
仲裁規則により権限が明確でない場合，開示
の要件や手続は仲裁人の裁量に委ねられること
になり，結局は仲裁人がディスカバリのある英
米法系の出身か，文書開示命令が限定的な大陸
法系の出身かの影響を受けやすく，開示の幅に
は相違が生まれる。
２）証拠収集の難易度
①手続きにおける制限
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仲裁において証拠開示を求められた当事者が
開示を拒否し認められることもある。開示拒否
が認められる事由としては，営業上又は技術上
の秘密，弁護士秘匿特権によるもの等がある。
②証拠収集手続のコスト
仲裁においては，書類提出を行うか否か，ど
れだけの書類提出を行うかは，当事者の合意及
び仲裁廷の裁量によることから，効率的な書類
提出手続きを当事者の合意で設定することによ
り，時間と費用の負担を削減することができる。
③証拠保全
仲裁廷は，一方当事者の請求により，暫定的
措置又は保全措置を命ずることができるが
（ICC：第28条１項，JIPAC：第26条１項），そ
の要件は明記されておらず，仲裁人の裁量に委
ねられている。また，ICCの規則では，仲裁廷
成立前であっても，緊急の保全措置を申請する
ことができる（第29条）。
３）証拠収集手続における秘密保護
①証拠収集手続上の秘密保護
証拠書類に関しても他方当事者への開示を制
限するよう申し立てることができる。ICCの規
則では，仲裁廷は，仲裁審理の守秘命令や秘密
情報の保護措置を命ずることができる（第22条
３項）。JIPACの規則では，仲裁廷に対して，
証拠資料の特定部分を他方当事者に秘密にすべ
き旨を申し出ることができる（第25条１項）。
②紛争手続上の秘密保護
仲裁手続き及びその記録は，原則非公開であ
る。
４）収集した証拠の採用の難易度
証拠の採用基準は，仲裁規則には明記されて
おらず，非公開という仲裁の性質上，不明であ
る。これも，選定された仲裁人が慣れ親しんだ
手続きによるものと考えられ，仲裁人がどの国
の法律をベースにしているかが重要となるであ
ろう。

3．3　�各国制度及び仲裁での証拠収集手続
の比較

前節において検討を行った各国制度及び仲裁
における証拠収集手続について比較すると下記
のようになる。

表１　�各国制度及び仲裁における証拠収集手続の
比較23）

日本 米国 ドイツ 中国 仲裁
証拠収集の 
難易度 △ ◎ ○ △ ×～○

手続コスト ○ × △ × ×～○
証拠保全 ○ ◎ ○ 〇 △
手続上の 
秘密保護 ○ △ △ △ ◎

証拠採用の 
難易度 ◎ △ ○ × ○

日本では，裁判制度上の証拠収集手続として
は，文書提出命令等が存在するが，要件が厳し
く，ほとんど認められることはないため，デー
タの不正利用や流出の証拠を相手方に開示させ
ることは難しい。
米国では，強力なディスカバリ制度が存在し，
証拠収集の難易度で考えた場合には最も証拠を
収集し易いということになるが，それに伴う関
連秘密情報の不必要な開示やディスカバリに伴
うコストは高額となるなどのデメリットも多く
存在するため，かならずしも望ましいとは言え
ない24）。
ドイツでは，日本に比べて査察制度など，訴

訟前手続きが整備されているため，当該手続き
が使える状況にある場合には，日本より広範に
証拠収集を行えるものと考えられるが，これに
より日本よりコストが増えることが予想される。
中国では，証拠収集手続が基本的には日本と
近似しているが，証拠採用にあたって公証が必
要であったり，近年当事者主義的な制度になっ
てきているが，制度上は職権探知がなされる可
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能性も否定できず，営業秘密の保持の観点から
はあまり望ましいとは言えない。
仲裁では，少なくとも日本においては強制的

な証拠収集は行われず，両当事者の合意におい
て行われることとなるため，事前に合意してい
ない場合には強制的な証拠開示手続きは行えな
い。ただ，原則非公開であり，その点でも秘密
性のあるデータに関する紛争解決手段としては
優位であり，また次章で検討を行うが，契約書
の起案次第では，様々な合意を行える可能性が
あり，AI・データ関連取引においては，仲裁
手続きをうまく活用できる可能性を秘めている
と考えられる。また，執行面でもニューヨーク
条約を批准している国であれば，他国での執行
に際して相互承認が必要となり国によっては執
行できない場合がある裁判に比べて，容易に執
行することができる。（但し，国によっては条
約批准に際して留保（相互承認留保や商事仲裁
留保）を設けている場合があり，それによって
執行ができない場合25）もあるため注意が必要で
ある。）

3．4　各国制度及び仲裁の適用に関して

実際の紛争となった場合，どの国の証拠収集
手続きが適用になるのかについても軽く言及し
ておく。
どの国の証拠収集手続きが適用になるのかに
ついては，契約がある場合とない場合とで状況
が異なる。
契約がある場合で且つ書面にて紛争解決条項
に記載がある場合には，原則として紛争解決条
項の記載に従うこととなるが，裁判の場合には，
管轄合意がある場合であっても，裁判所の裁量
によって移送されたり，無効と判断されたりす
る場合26）がある点には注意が必要である。
次に，契約書に紛争解決条項の記載がない場

合やそもそも契約関係にない当事者間の紛争の
場合についてであるが，これについては各国で

の訴訟手続法等において定められる裁判管轄条
項により決せられることとなる。
裁判管轄条項の内容は国によっても多少異な

るが，基本的には訴訟対象（人，財産，事象）
に応じて，被告住所地，財産所在地，義務履行
地，不法行為地等の裁判所が管轄権を有するこ
とになる。
今回の仮想事例で特に問題となる営業秘密の
侵害については，日本，ドイツでは不法行為地，
中国は不法行為地又は被告住所地となり，米国
に関しては，人的管轄に関して異議を唱える場
合には最小限の接触（minimum contacts）の
有無によることになる27）が，今回の仮想事例に
関して言えば，管轄権を有することになるのが，
営業秘密の不正開示地なのか不正使用地なのか
損害発生地なのかは実際に訴訟にならないと判
断がつかない。
なお，米国では，これまでは営業秘密関連訴

訟の管轄は州裁判所であったが，2016年に米国
連邦営業秘密保護法（Defend Trade Secrets 
Act of 2016：DTSA）が成立したことにより連
邦裁判所にも管轄権が認められることとなった
ので，契約書のドラフティングにおいて裁判管
轄条項を記載する場合には，連邦裁判所又は州
裁判所のいずれかを選択するかあるいは両方選
択可能なのかを明確にする必要があるだろう。
また，当然のことではあるが，仲裁について

は，書面による仲裁合意がない限りは，仲裁を
行うことはできない。契約書に仲裁合意が記載
されていない場合や契約関係にない当事者の場
合でも，別途仲裁合意を行えば可能であるが，
実際には紛争状況になった際には，仲裁合意を
行うことは困難であろう。
いずれにしても，契約関係にある当事者間に

関しては，契約書において明確に紛争解決条項
を記載することが望ましい。
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4 ．	関連契約条項に関する考察

上記の通り各国の証拠収集手続きを比較・検
討した結果，制度のみを頼りに保護を受けるこ
とは現状としては難しい状況にあることが分か
った。このような状況下においては，契約で適
切な保護が受けられるようなスキームを検討す
ることが必要不可欠となる。
そこで，契約で適切な保護を受けられるよう
にするために必要となる契約条項について検討
を行う。

4．1　データ関連条項

データ流出や目的外使用等（以下，不正利用
とする）は，その事実を検出すること自体が困
難である。例えば，データの所有者（以下，所
有者）が，データの受領者（以下，受領者）に
技術契約に基づいてデータを受け渡したとす
る。当該データが受領者から第三者に受け渡さ
れたとしても，かかる企業間のやりとりを部外
者である所有者が把握することは困難である。
また，受領者が自社内の製品開発等において契
約の範囲外でデータを使用したとしても，企業
内部の営みを外部から把握することは困難であ
る。そこで，契約において，不正利用が生じて
いることを検出する手段を検討する。
たとえば，AI・データの利用に関する契約
ガイドラインのデータ提供型契約のモデル契約
書案では，第８条に秘密保持条項とは別に提供
データの管理の条項として，提供データを他の
情報と区別して厳重に保管，管理すること，提
供データの管理状況について報告を求めること
ができること等が定められている。しかし，管
理状況については定めているものの，データの
使用履歴の保管を定めたり，使用履歴の報告を
求めるような契約は，まだ一般的ではないと思
われる。すなわち，現状では，受領者のデータ
の使用状況についてのどのような記録があるか

わからないため，所有者は，受け渡したデータ
が受領者にどのように取り扱われたかを知るす
べがない。
そこで，データの受領者にデータの使用履歴
を作成させて保管させることが考えられる。使
用履歴として，アクセス者の氏名，日時，目的
等を残すようにすれば，不正利用の可能性を見
つけることができるかもしれない。また，当該
使用履歴を定期的に報告させれば，受領者が，
使用履歴を作成し，保管する動機付けが生じる
ため，この義務に実効性を与えることができる
かもしれない。例えば，具体的な条文例として
下記が考えられる。

第１条【データの利用等に関する情報の記
録及び保管】
乙は，次の事項を記録し保管する。
①�甲から受領したデータの保管場所，及
び，アクセス可能者
②�上記データの利用履歴のログ（アクセ
スした者の氏名，日時，アクセスした
目的その他甲の指定する事項）

第２条【報告義務】
１． 乙は，第１条①に規定する事項につい
て，本契約締結後●営業日以内に，甲
に通知するものとする。

２． 乙は，第１条①に規定する事項が変更
となった場合は，当該変更後●営業日
以内に，変更事項を甲に通知する。

３． 乙は，毎年度末に第１条①及び②に規
定する事項を電子データ又は書面によ
り甲に報告する。

第１条では，受領者による不正利用の疑義を
所有者が検出するために必要な情報を規定して
いる。疑義が生じた場合には，後述する資料開
示の請求や監査権の行使等により，所有者はさ
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らなる証拠となる情報を収集する。なお，甲か
ら受領したデータに基づく二次生成物の取扱い
について規定する必要性も，事案に応じ検討す
るのが望ましい。
第２条２項では，侵害行為をする可能性があ
る者を早期に特定しておくために，データの保
管場所やアクセス可能者に変更があった場合
に，所有者に通知する義務を負わせている。
なお，当該条項は，当事者の義務（ログの取

得義務，報告義務）が重く，なかなか受け入れ
られにくいものと考えられるが，第２章の仮想
紛争におけるＢ社のように，AIベンダーがデ
ータの利用に関与する場合には，契約を履行す
るために必要な技術的手段（機能）を実装させ
ることにより，自動的に利用履歴のログ等を生
成することが可能と考えられる。すなわち，企
業間でのデータの提供や活用を促進するにあた
って，データの利用履歴のログ収集等の契約の
履行に必要な機能を実装することが一般化すれ
ば，不正利用等の争いを解決するための証拠収
集に有益となると考えられる。このような環境を
想定すると，下記のような条文例が考えられる。

上記の条文例では，データの利用履歴のログ
等が自動的に生成されることが担保されるた
め，前記第２条のような報告義務は必要ないと
も思われるが，第２’条における「乙のデータ
の利用等につき争い」が不明確と考えられる場
合には，報告義務や甲への自動送信等のような
甲が積極的にログを取得できるオプションも考
えられる。

4．2　資料開示の請求

所有者がデータの利用履歴のログを分析する
ことによりデータが不正利用された疑義を持っ
た場合，不正利用を契約違反として主張するた
めには，それを立証する証拠を取得する必要が
ある。契約時に証拠となり得る資料が特定でき
る場合には，予め契約に資料開示の請求に関す
る権限を規定しておくことにより，証拠収集を
行う根拠とする。例えば，具体的な条文例とし
て下記が考えられる。

第１’条【データの利用等に関する情報の
記録及び保管】
１． 乙は，データにアクセスする権利を
有する者（以下「アクセス権者」と
いう）及びデータを取り扱う端末（以
下「データ端末」という）を記録し
保管する。当該内容は，本契約締結
後●営業日以内に甲に対して通知す
る。なお，当該内容に変更が出た場
合は，変更後●営業日以内に，変更
事項を甲に通知する。

２． 乙は，データ端末上に次の技術的手
段を備える。

　①�データの利用履歴のログ（アクセス

した者を特定できる情報，アクセス
日時，閲覧時間，複製履歴その他甲
の指定する事項）

第２’条【データの利用等に関する情報の
開示請求】
 甲は，乙のデータの利用等につき争いが
ある場合には，乙に請求することにより，
上記利用ログの開示を受けることがで
き，乙がその開示を拒否する場合には，
甲の主張を認めたものとする。

第３条【資料開示】
 乙は，甲から受領したデータに関連して
甲に損害が発生するおそれがあると甲が
判断した場合（情報の流出，流用その他
の目的外使用を含むが，これらに限らな

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 2　2019 205

4．3　監査条項

受領者が資料開示に応じない可能性が高く，
また，発生する損害額が推定できない場合には，
監査条項を取り決めておくことが考えられる。
監査条項は，例えば，ライセンス契約におけ
るライセンス料の支払いの検証目的で用いられ
る。ライセンス契約では，許諾対象製品の販売
数量，総販売額等を記載した実施報告書をライ
センシーが作成し，ライセンサーに報告する。
また，ライセンシーは，実施料支払いの基礎と
なる会計帳簿，その他の関係書類を保管し，ラ
イセンサー又はその代理人は，その会計帳簿そ
の他の関係書類を閲覧，検査できる28）。
このようなライセンス契約における監査条項
と対応付けると，データの不正利用を立証する
ための証拠としては，データの利用に紐付く関
係書類（メールのやりとり等）となる。すなわ
ち，受領者は，かかる関係書類を保管し，所有
者はこれを閲覧，検査できるようにする。
また，閲覧，検査は，所有者又はその代理人
が行うことができるようにすれば，例えば，証
拠収集の専門家（たとえば，当該技術分野に詳
しい弁護士等。ライセンス契約の監査における
会計士に相当する）を介して証拠を取得するこ
とができるようになる。いずれの場合において
も，紛争を適正に解決することを目的とした証
拠収集においては，受領者の協力が不可欠であ
るため，これを促す記載をしておくことが好ま
しい。
なお，監査を実施する上で知りえた受領者の
営業秘密については，別途保護する必要がある。
上記を考慮した具体的な条文例として下記が
考えられる。

第４条【監査】
１． 乙は，甲から受領したデータの利用に
係る全ての関係書類を保管するものと
し，甲が必要と認めたときは，甲又は
甲の指定する代理人に当該関係書類を
監査させるものとする。

２． 乙は，監査に必要な協力（保存場所へ
の立入同意，写真撮影の許可，開錠等
を含むが，これらに限らない）を行う
ものとし，乙が当該協力に応じない場
合には，甲の主張する事実が真実とみ
なすものとする。

３． 甲は，第１項の監査に際し，その場で
の印刷，電磁的記録の複製その他資料
の保存を行うことが不適切と判断する
場合は，当該資料を持ち帰ることがで
きる。

第５条【監査に係る秘密保持義務】
 甲及び甲の指定する代理人は，前条の監
査により知り得た相手方の営業上及び業
務上の情報を，第三者へ漏洩又は監査の
目的以外に使用してはならない。

第１項では，関係文書の標題，内容，作成日
その他文書を特定する事項を受領者に開示，通
知させるよう取り決めることも有効と考えられ
る。実際に，提訴して文書の開示を求める場合
には，原告がこれらの情報を明示して開示すべ
き文書を特定する必要がある。
第２項では，必要とする協力の内容を具体的
に記載することが好ましい。具体的な記載がな
い場合には，「必要な協力」か否かが争いとな
り監査自体を達成できない可能性がある。
第３項では，確実に証拠収集を行うための強
制力を契約で担保する。

い）において，甲が求めたときは，別紙
記載の各資料を甲に提出するものとする。
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4．4　AIの目的外利用禁止

AIからの派生モデルの生成，蒸留モデルの
生成，パラメータの抜き取りを禁止するための
具体的な条文例として下記が考えられる。

第６条【本AIの利用権限】
１． 甲は，本AI（プログラム及びそのプ
ログラムを動作させるパラメータ等を
含む）を，甲の業務に利用する目的で
のみ使用できる。

２． 甲は，以下の行為を行ってはならない。
①�本AIの複製，加工，編集，第三者へ
の提供
②�本AIからの各種パラメータ抽出及び
その第三者への開示・提供
③�本AIからの派生モデルの生成
　 蒸留行為（本AIにデータの入出力を
繰り返すことで得られる結果を基に，
AI等のプログラムを生成すること及
びその類似行為）

３． 甲は本AIに組込まれたログ（利用履歴）
取得機能が，甲による本AIの利用ロ
グを記録することを了承する。

４． 乙は，甲に請求することにより，上記
利用ログの開示を受けることができ，
甲がその開示を拒否する場合には，甲
の前二項の違反に関する乙の主張を認
めたものとする。

第１項及び第２項は，AIの利用目的と，禁
止行為を規定するものである。第３項は，禁止
行為がなされた場合に，その裁判上の立証を容
易にするための条項の一例である。
すなわちAIにユーザの利用ログを取る機能

を予め実装しておき，利用ログを取ることにつ
いてユーザの同意を取っておくとともに，必要に

応じその利用ログの開示要求を可能としている。
禁止行為を行っていることが疑われる場合に

は，利用ログの提供を求めその分析により，た
とえば蒸留行為を行っている痕跡を発見できる
ようにしている。
なお，第４項のように，乙が甲へ利用ログを

提供する条項を設けることについて同意が得ら
れない場合には，たとえば，本契約について紛
争が生じた際に，利用ログを第三者機関，弁護
士又は裁判所にのみ開示させるような条項とし
ておくことも考えられる。

4．5　紛争解決条項

紛争解決条項としては，通常裁判管轄を定め
る場合と，仲裁条項を定める場合が多い。
仲裁条項は，利用する仲裁機関により奨励さ

れている文面が提供されている場合がある。こ
こでは，日本商事仲裁協会で提供されている仲
裁条項29）をベースとして，仲裁人が証拠収集を
行うことを想定した条項を追記した例を示す。

第７条【紛争解決】
この契約から又はこの契約に関連して，

当事者の間に生ずる営業秘密の利用に関す
る意見の相違は，ＸＸのＸＸ仲裁規則に従
って，（都市名）において仲裁により最終
的に解決されるものとする。当事者は，仲
裁による解決に必要なあらゆる証拠調べに
協力するものとし，一方の当事者が当該協
力に応じない場合には，他方の意見が正し
いものとみなす。

また，米国の仲裁機関であるAAAでは
ClauseBuilder® Tool30）という仲裁条項作成のツ
ールをウェブで提供しており，様々なオプショ
ンを選択することで取引毎に適切な仲裁条項を
作成できる。
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5 ．	おわりに

以上，現状におけるAI関連紛争を解決する
際に必要となる事項として，各国の証拠収集制
度を検討したが，AI関連紛争のようなデータ
の不正利用等を立証することは裁判手続による
証拠収集ではどの国においても困難となること
が想定される。そこで，AI関連紛争においては，
裁判による解決を求めるのではなく，柔軟なル
ール採用が可能となる仲裁による解決を図るこ
とが望ましい。
但し，前述した通り，仲裁機関や適用される
ルール次第では証拠開示手続きが異なることが
あるので，自身の立場を踏まえたうえで，どの
ような制度になることが望ましいのかを認識
し，さらには，自身の証拠収集を手助けするよ
うな契約上の手当てを行うことが望ましいもの
と考える。
よって，担当者としては，AI関連取引にお

ける契約書を担当する場合には，これまで以上
に法律や規則等を事前に検討を行い，紛争解決
条項やその他証拠収集を有利に進めるための条
項案を契約書に盛り込むよう対応を行う必要が
あると考える。
今後も第４次産業革命の進展に伴い，多々法

改正等があるかと思われ，さらなる検討が必要
になるものと思われるが，本稿が各社の知財活
動の一助になれば幸いである。
なお，本稿の執筆にあたっては，AIに関して，

東京理科大学の平塚三好教授から貴重なご意見
を頂き，中国の証拠収集手続については，瓜生・
糸賀法律事務所小林幹雄弁護士及び千葉香苗弁
護士から貴重なご意見を頂いた。但し，ご意見
と本稿の内容がすべて一致するものとは限らな
いことに留意されたい。
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